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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　19社
　全ての子会社を連結しています。
連結子会社名

エヌ・ティ・ティ都市開発ビルサービス㈱、NTT都市開発西日本BS㈱、NTT都市開発北海道㈱、㈱大手町ファー
ストスクエア、デイ・ナイト㈱、㈱ノックストゥエンティワン、基町パーキングアクセス㈱、ユーディーエックス
特定目的会社、プレミア・リート・アドバイザーズ㈱、品川シーズンテラスビルマネジメント㈱、NTT都市開発投
資顧問㈱、UD EUROPE LIMITED、UD AUSTRALIA PTY LIMITED、UD USA Inc.　他５社

　当連結会計年度において、品川シーズンテラスビルマネジメント㈱、NTT都市開発投資顧問㈱およびUD USA Inc.
傘下の３社を設立し、連結子会社としました。

なお、NTT都市開発北海道㈱は、平成26年10月１日付で、NTT都市開発北海道BS㈱から社名変更しました。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数　９社
会社名

東京オペラシティビル㈱、㈱ディ・エイチ・シー・東京、東京オペラシティ熱供給㈱、㈱晴海四丁目まちづくり企
画、335 GRICES ROAD PTY LTD　他４社

３．連結子会社等の事業年度に関する事項
　UD EUROPE LIMITED、UD AUSTRALIA PTY LIMITED、335 GRICES ROAD PTY LTD、UD USA Inc.および同
社傘下の連結子会社５社ならびに持分法適用関連会社４社の決算日は12月31日です。連結計算書類の作成にあたって
は同日現在の決算書を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。
　その他の連結子会社等の事業年度の末日は、連結決算日と一致しています。

会計処理基準に関する事項
１．有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券
①　時価のあるもの………連結決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定していま
す。

②　時価のないもの………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっています。
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２．デリバティブの評価基準および評価方法
　原則として時価法を採用しています。

３．たな卸資産の評価基準および評価方法
　販売用不動産および仕掛販売用不動産については、個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法）を採用しています。
　未成工事支出金については、個別法による原価法を採用しています。
　原材料及び貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しています。

（追加情報）
　当連結会計年度末のたな卸資産は、収益性の低下に伴い簿価を1,188百万円切り下げた後の金額です。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法を採用しています。
　ただし、NTT幕張ビル、グランパークおよびNTTクレド基町ビルならびに平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しています。
　なお、主な耐用年数は、次のとおりです。

建物及び構築物 15～50年
機械装置及び運搬具 ５～17年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）で償却しています。

⑶　長期前払費用
　定額法を採用しています。

⑷　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

５．引当金の計上基準
　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

６．ヘッジ会計の方法
　原則として、繰延ヘッジ処理を採用しています。
　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しています。
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７．退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産の額を控除した額を計上しています。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（10年から13年）による定額法により費用
処理しています。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（８年から13年）
による定額法により翌連結会計年度から費用処理しています。
　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包
括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

８．完成工事高および完成工事原価の計上基準
　完成工事高および完成工事原価の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認
められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完
成基準を適用しています。

９．のれんおよび負ののれんの償却に関する事項
　のれんおよび平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、20年間の定額法により償却しています。

10．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。
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11．会計方針の変更
（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）
および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給
付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ
いて当連結会計年度の期首より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属
方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の見込支払日までの平均期間に基づく割
引率から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率（デュレーションを
考慮した割引率）へ変更しています。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年
度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しています。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が224百万円減少し、利益剰余金が144百万円増加していま
す。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益の影響額は軽微です。

12．追加情報
（法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部を改正する法律」（平成
27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等
の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、
平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が6,138百万円、法人税等調整額
が5,972百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が141百万円、退職給付に係る調整累計額が24百万円それ
ぞれ増加しています。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 422,201百万円

　上記金額には、建物減損損失累計額2,755百万円、土地減損損失累計額1,678百万円が含まれています。

２．担保に供している資産および担保に係る債務
責任財産限定型債務に対する担保資産および担保付債務
担保に供している資産

現金及び預金（３ヶ月以内） 5,399百万円
仕掛販売用不動産 1,383百万円
その他流動資産 160百万円
建物及び構築物 42,842百万円
土地 171,402百万円
その他有形固定資産 122百万円
無形固定資産 0百万円
長期前払費用 285百万円
その他投資その他資産 0百万円

計 221,596百万円

担保に係る債務
1年内返済予定の長期借入金 1,200百万円
社債 1,000百万円
長期借入金 56,017百万円
　　　計 58,217百万円

３．負ののれん
　平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについては、のれんと相殺して表示しており、相殺前の金額は、のれ
ん1,860百万円、負ののれん23,147百万円です。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普通株式 329,120,000株

２．配当に関する事項
⑴　配当支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成26年６月24日
定時株主総会 普通株式 2,632 ８ 平成26年３月31日 平成26年６月25日

平成26年11月６日
取締役会 普通株式 2,632 ８ 平成26年９月30日 平成26年12月１日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
上記の事項については、次のとおり決議を予定しています。

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 2,632 ８ 平成27年３月31日 平成27年６月24日

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に不動産賃貸事業および分譲事業を行うための投資および運転資金等の資金需要に対し、必要な
資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しています。一時的な余資が生じた場合には短期的な預金等に限定して運用し
ています。
　営業債権については、経理規程に従い、取引相手ごとに、債権の発生から消滅に至るまでの管理、未回収の場合の保
全措置等を行ってリスク低減を図っています。また、有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や市況、
発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握しています。
　なお、デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ
り、金融商品等に係るリスク管理ガイドラインに従い、実需の範囲で行うこととしています。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの（（注２）をご参照ください。）および重要性が乏しいも
のは次表には含めていません。

(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　額

⑴　現金及び預金 17,891 17,891 ―
⑵　受取手形及び営業未収入金 5,569 5,534 △35
⑶　有価証券および投資有価証券

その他有価証券 9,272 9,344 71
資産計 32,734 32,770 36
⑴　支払手形及び営業未払金 8,473 8,473 ―
⑵　未払法人税等 2,684 2,684 ―
⑶　社債 130,968 135,781 4,812
⑷　長期借入金（＊） 416,220 427,095 10,875
⑸　受入敷金保証金 10,315 10,061 △254
負債計 568,663 584,096 15,433
デリバティブ取引 ― ― ―

（＊）１年内返済予定の長期借入金を含めています。

（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資産
⑴　現金及び預金

　これらは短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
⑵　受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。ただし、営業未収入金において個別に貸倒引当金の設定を行っている債権については、当該債権から
回収不能見込額（引当額）を控除したものを時価としています。

⑶　有価証券および投資有価証券
　これらの時価について、市場価格を有する株式および債券は取引所の価格によっています。
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負債
⑴　支払手形及び営業未払金、⑵　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。

⑶　社債
　社債の時価は、市場価格のあるものは、市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社
債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。

⑷　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた
現在価値により算定しています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下
記「デリバティブ取引」をご参照ください。）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、
当該借入金の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。

⑸　受入敷金保証金
　受入敷金保証金の時価は、受入敷金（返還時期が確定しているもの）および受入保証金の残存期間および信用
リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、
その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

（注２）非上場株式、関連会社株式、匿名組合出資金およびその他出資金については、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難と認められることから、「資産⑶　有価証券および投資有価証券」には含めていません。
また、受入敷金（返還時期が確定しているものを除きます。）については、残存期間を特定できず、時価を把
握することが極めて困難と認められることから、「負債⑸　受入敷金保証金」には含めていません。
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賃貸等不動産に関する注記
　当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設、賃貸住宅を所有
しています。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は19,206百万円（賃貸収益は営業収益、賃貸
費用は営業原価、販売費及び一般管理費に計上）、固定資産売却益は1,848百万円（特別利益に計上）、固定資産売却損
は697百万円（特別損失に計上）、固定資産除却損は1,080百万円（特別損失に計上）、減損損失は1,429百万円（特別
損失に計上）です。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および当連結会計年度末の時価は、次のとお
りです。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

805,911 39,574 845,486 1,327,642

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額です。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額、

その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額で
す。

１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額 610円45銭
　２．１株当たり当期純利益 49円33銭

重要な後発事象に関する注記
　重要な後発事象はありません。
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準および評価方法

⑴　子会社株式および関連会社株式………移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券

①　時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定していま
す。

②　時価のないもの………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっています。

２．デリバティブの評価基準および評価方法
　原則として時価法を採用しています。

３．たな卸資産の評価基準および評価方法
　販売用不動産および仕掛販売用不動産については、個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法）を採用しています。
　未成工事支出金については、個別法による原価法を採用しています。
　原材料及び貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しています。

（追加情報）
　当事業年度末のたな卸資産は、収益性の低下に伴い簿価を1,188百万円切り下げた後の金額です。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しています。
　ただし、NTT幕張ビル、グランパークおよびNTTクレド基町ビルならびに平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しています。
　なお、主な耐用年数は、次のとおりです。

建物 15～50年
構築物 15～50年
機械及び装置 ５～17年
工具、器具及び備品 ２～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）で償却しています。

⑶　長期前払費用
　定額法を採用しています。

⑷　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

10



５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

⑵　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してい
ます。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっています。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（10年から13年）による定額法により費
用処理しています。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に基づく年数（８年から13年）に
よる定額法により翌事業年度より費用処理しています。

６．ヘッジ会計の方法
　原則として、繰延ヘッジ処理を採用しています。
　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しています。

７．完成工事高および完成工事原価の計上基準
　完成工事高および完成工事原価の計上基準については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら
れる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基
準を適用しています。

８．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

９．会計方針の変更
(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）
および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給
付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ
いて当事業年度の期首より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法
を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の見込支払日までの平均期間に基づく割引率
から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率（デュレーションを考慮
した割引率）へ変更しています。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の
期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しています。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が224百万円減少し、利益剰余金が144百万円増加しています。な
お、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益の影響額は軽微です。
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貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

⑴　短期金銭債権 595百万円
⑵　短期金銭債務 4,790百万円
⑶　長期金銭債権 5,641百万円
⑷　長期金銭債務 1,051百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 400,886百万円
　上記金額には、建物減損損失累計額2,755百万円、土地減損損失累計額1,678百万円が含まれています。

３．保証債務
　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っています。
　UD USA Inc.（借入債務）　　　　　　　　　　　　　　　　4,326百万円（36百万US＄）

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

⑴　営業取引高
①　営業収益 4,761百万円
②　営業費用 4,868百万円

⑵　営業取引以外の取引高 77百万円
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産（流動）
未払賞与損金算入限度超過額 125百万円
未払事業税 199百万円
たな卸資産評価損否認 9百万円
その他 903百万円

繰延税金資産（流動）の小計 1,236百万円
評価性引当額 △11百万円

繰延税金資産（流動）の合計 1,225百万円

繰延税金負債（流動）
その他 △87百万円

繰延税金負債（流動）の合計 △87百万円
繰延税金資産（流動）の純額 1,138百万円

繰延税金資産（固定）
減損損失否認 1,668百万円
土地評価損否認 2,962百万円
未使用容積償却否認 1,962百万円
退職給付引当金 1,960百万円
その他 1,640百万円

繰延税金資産（固定）の小計 10,194百万円
評価性引当額 △6,055百万円

繰延税金資産（固定）の合計 4,138百万円

繰延税金負債（固定）
固定資産圧縮積立金 △14,245百万円
その他 △2,205百万円

繰延税金負債（固定）の合計 △16,450百万円
繰延税金負債（固定）の純額 △12,311百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要項目別の内訳
法定実効税率
（調整）
税率変更による期末繰延税金負債の減額修正
評価性引当額の増減

35.6%

△7.2%
△1.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.3%
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部を改正する法律」（平成
27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引
下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は
従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成28年
４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が1,202百万円、法人税等調整額
が1,061百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が141百万円増加しています。

関連当事者との取引に関する注記

種　類 会社等の
名称 所在地 資本金

（百万円） 事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科　目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

NTTファイ
ナンス株式
会社

東京都港区 16,770 総合リース
業

（所有）
直接 1.0％

預入 預け金 － 預け金 1,282

借入 長期借入金 －
１年内返済予定
の長期借入金 24,000

長期借入金 9,000
（注）預け金および借入金については、金銭消費寄託契約および金銭消費貸借契約により行っており、市中金利を勘案し、NTTファイナ

ンス株式会社と利率を決定しています。

１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額 507円02銭
　２．１株当たり当期純利益 32円41銭

重要な後発事象に関する注記
　重要な後発事象はありません。
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


